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資料４ 

頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
1 
 
 
 
2 
 
 
 
 
 
3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第１章 総 則 

   
第１節～３節  （略） 
 
第４節 計画の基礎とすべき災害の想定 
 
（略） 
 
１～２  （略） 
 
３ 緊急事態における判断基準 
  
（略） 
 
（１）  （略） 
 

表１－４－１ 緊急事態区分と原災法等との枠組みとの関係 

 
 
（２）運用上の介入レベル（OIL：Operational Intervention Level） 
   
 （略） 
 
  表１－４－２ 緊急事態区分と EAL の枠組み 
 
沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限り、東京電力株式会社福島第一原子力

発電所原子炉施設のうち、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉を除く。）に係る
原子炉の運転等のための施設（当該施設が原子炉等規制法第４３条の３の６第１
項第４号の基準に適合しない場合又は原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在
しない場合を除く。）に適用される基準 
 
            （表略） 

緊急事態区分 概  要 原災法等との関係 
（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

全面緊急事態 

(General 

Emergency) 

 

公衆に放射線による影響をもたらす可能

性が高い事象が生じたため、確定的影響

を回避し、確率的影響のリスクを低減す

る観点から、迅速な防護措置を実施する

段階 

 

原子力緊急事態に対応 
(原災法第１５条) 

 
第１章 総 則 

 
第１節～３節  （略） 
 
第４節 計画の基礎とすべき災害の想定 
 
（略） 
 
１～２  （略） 
 
３ 緊急事態における判断基準 
  
（略） 
 
（１）  （略） 
 

表１－４－１ 緊急事態区分と原災法等との枠組みとの関係 

 
 
（２）運用上の介入レベル（OIL：Operational Intervention Level） 
 
  （略） 
  
 表１－４－２ 緊急事態区分と EAL の枠組み 
 
沸騰水型軽水炉（実用発電用のものに限り、東京電力株式会社福島第一原子力

発電所原子炉施設のうち、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉を除く。）に係る
原子炉の運転等のための施設（当該施設が原子炉等規制法第４３条の３の６第１
項第４号の基準に適合しない場合又は原子炉容器内に照射済燃料集合体が存在
しない場合を除く。）に適用される基準 
 
            （表略） 

緊急事態区分 概  要 原災法等との関係 
（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

全面緊急事態 

(General 

Emergency) 

 

公衆に放射線による影響をもたらす可能

性が高い事象が生じたため、重篤な確定

的影響を回避し又は最小化するため、及

び確率的影響のリスクを低減するため、

迅速な防護措置を実施する段階 

 

原子力緊急事態に対応 
(原災法第１５条) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・原子力災害対策
指針の反映 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
8 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
9 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
10 
 
 
 
 
 

 
実用発電用原子炉（東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設のう

ち、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉を除く。）に係る原子炉の運転等のため
の施設（当該施設が原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適合
しない場合に限り、                            
                   使用済燃料貯蔵槽内に照射済燃料集
合体が存在しない場合を除く。）に適用される基準 
 
 
           （表略） 
 
  表１－４－３ 運用上の介入レベル 

 基準の 
種 類 

基 準 の 概 要  
初期設定値※１ 

防護措置の概要 

緊
急
防
護
措
置 

OIL1 
（略） 

（略） 
（略） 

OIL4 

（略） （略） 
避難       基準に基づ

いて避難 した避難者等をスク

リーニングして、基準を超える

際は迅速に除染。 

（略） 

（
略
） 

（略） （略） （略） 

 
※１ （略） 
※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。 
   ＯＩＬ１については緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率

（１時間値）がＯＩＬ１の基準値を超えた場合、ＯＩＬ２については、空間
放射線量率の時間的・空間的な変化を参照しつつ、緊急時モニタリングによ
り得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えたときか
ら起算して概ね１日が経過した時点の空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ
２の基準値を超えた場合に、防護措置の実施が必要であると判断する。 

※３～６ （略） 
 
 
第５節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域を含む地域の範囲 
 
（略） 
 
①予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ：Precautionary Action Zone）の考
え方 

 
実用発電用原子炉（東京電力株式会社福島第一原子力発電所原子炉施設のう

ち、１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉を除く。）に係る原子炉の運転等のため
の施設（ （削除） 原子炉等規制法第４３条の３の６第１項第４号の基準に適
合しないものに限る。）であって、使用済燃料貯蔵槽内にのみ照射済燃料集合体
が存在する施設であって照射済燃料集合体が十分な期間にわたり冷却されたも
のとして原子力規制委員会が定めたもの及び使用済燃料貯蔵槽内に照射済燃料
集合体が存在しない施設以外のものに適用される基準 
 

（表略） 
 

表１－４－３ 運用上の介入レベル 
 基準の 

種 類 
基 準 の 概 要  

初期設定値※１ 
防護措置の概要 

緊
急
防
護
措
置 

OIL1 
（略） 

（略） 
（略） 

OIL4 

（略） （略） 
避難又は一時移転の基準に基づ 
いて避難等した避難者等に避難 
退域時検査を実施して、基準を 
超える際は迅速に簡易除染等を 
実施。 

（略） 

（
略
） 

（略） （略） （略） 

※１ （略） 
※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。 
   ＯＩＬ１については緊急時モニタリングにより得られた空間放射線量率

（１時間値）がＯＩＬ１の基準値を超えた場合、ＯＩＬ２については、空間
放射線量率の時間的・空間的な変化を参照しつつ、緊急時モニタリングによ
り得られた空間放射線量率（１時間値）がＯＩＬ２の基準値を超えたときか
ら起算しておおむね１日が経過した時点の空間放射線量率（１時間値）がＯ
ＩＬ２の基準値を超えた場合に、防護措置の実施が必要であると判断する。 

※３～６ （略） 
 
 
第５節 原子力災害対策を重点的に実施すべき区域を含む地域の範囲 
 
（略） 
 
①予防的防護措置を準備する区域（ＰＡＺ：Precautionary Action Zone）の考

え方 

 
 
 
 
・原子力災害対策
指針の反映 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・原子力災害対策
指針の反映 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
14 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
18 
 
 
 
 
 
 

 
急速に進展する事故においても放射線被ばくによる確定的影響等を回避するた

め、先述の緊急事態区分に応じて、即時避難を実施する等、放射性物質の環境へ
の放出前の段階から予防的に防護措置を準備する区域で、「原子力施設から概ね
半径５ｋｍ」が目安となる。 
 
②緊急防護措置を準備する区域（ＵＰＺ：Urgent Protective action planning 
Zone）の考え方 
 
確率的影響のリスクを最小限に抑えるため、先述のＥＡＬ、ＯＩＬに基づき、

緊急時防護措置を準備する区域で、「原子力施設から概ね３０ｋｍ」が目安とな
る。 
 
（略） 
 
第５節の２  原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の緊急事態区分等に応
じた防護措置 
 
（１）原子力施設等の状況に応じた防護措置 
 
 防災関係機関は、本章第５節で規定するＰＡＺにおいては、原子力施設におい
て異常事態が発生した場合に、急速に進展する事故においても放射線による確定
的影響を回避するため、放射性物質の環境への放出前の段階から、第４節第３項
第１号で規定する緊急事態区分に基づき、避難等の予防的防護措置を準備し、実
施するものとする。 
 （以下略） 
 
（２） （略） 
 
第６節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 
 
（略） 
 
１～８  （略） 
 
９ 指定地方公共機関 
 
 （追加） 
 
 
 
１０，１１  （略） 
 
第７～８節  （略） 

 
急速に進展する事故においても放射線被ばくによる重篤な確定的影響を回避し
又は最小化するため、先述の緊急事態区分に応じて、即時避難を実施する等、放
射性物質の環境への放出前の段階から予防的に防護措置を準備する区域で、「原
子力施設からおおむね半径５ｋｍ」が目安となる。 
 
②緊急防護措置を準備する区域（ＵＰＺ：Urgent Protective action planning 
Zone）の考え方 
 
確率的影響のリスクを低減するため、先述のＥＡＬ、ＯＩＬに基づき、緊急防

護措置を準備する区域で、「原子力施設からおおむね半径３０ｋｍ」が目安とな
る。 
 
（略） 
 
第５節の２  原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の緊急事態区分等に応
じた防護措置 
 
（１）原子力施設等の状況に応じた防護措置 
 
 防災関係機関は、本章第５節で規定するＰＡＺにおいては、原子力施設におい
て異常事態が発生した場合に、急速に進展する事故においても放射線による重篤
な確定的影響を回避し又は最小化するため、放射性物質の環境への放出前の段階
から、第４節第３項第１号で規定する緊急事態区分に基づき、避難等の予防的防
護措置を準備し、実施するものとする。 
（以下略） 
 
（２） （略） 
 
第６節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 
 
（略） 
 
１～８  （略） 
 
９ 指定地方公共機関 

機関名 事務又は業務 
公益社団法人

宮城県バス協

会  
災害時における緊急避難輸送確保 

 
１０、１１  （略） 
 
第７～８節  （略） 

 
・原子力災害対策
指針の反映 

 
・記載の適正化 
 
 
 
 
・原子力災害対策
指針の反映 

・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・原子力災害対策
指針の反映 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・協定締結に伴い
掲載 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
20 
 
 
 
21 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
22 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
23 
 
 
 

第２章 原子力災害事前対策 
 
第１～４節  （略） 
 
第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 
 
（１）県は、平常時から関係機関、企業等との間で協定を締結するなど連携強化
を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等
が行えるように努めるものと                       

             する。また、民間事業者に委託可能な災害対策に係
る業務（被災情報の整理の支援、支援物資の管理・輸送等）については、あら
かじめ、民間事業者との間で協定を締結しておく              
                  など、民間事業者のノウハウや能力
等の活用を図るものとする。 

 
（２） （略） 
 
（３）県は、避難場所、避難施設、備蓄等、防災に関する諸活動の推進に当たり、
公共用地、国有財産の有効活用を図るものとする。 

 
第６節 情報の収集・連絡体制等の整備 
 
（略） 
 
１  （略） 
 
２ 情報の分析整理 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３）防災対策上必要とされる資料 
 
（略） 
 
  ① （略） 
 
②社会環境に関する資料 
 
イ～ハ （略） 
 
ニ   避難所等及び屋内退避に適するコンクリート建物及びあらかじめ定

める避難計画（位置、収容能力、移動手段等の情報を含む。） 
 
ホ～ト （略） 

 第２章 原子力災害事前対策 
 
第１～４節  （略） 
 
第５節 迅速かつ円滑な災害応急対策、災害復旧への備え 
 
（１）県は、平常時から関係機関、企業等との間で協定を締結するなど連携強化
を進めることにより、災害発生時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等
が行えるように努めるものとし、協定締結などの連携強化に当たっては，実効
性の確保に留意するものとする。また、民間事業者に委託可能な災害対策に係
る業務（被災情報の整理の支援、支援物資の管理・輸送等）については、あら
かじめ、民間事業者との間で協定を締結しておく、輸送拠点として活用可能な
民間事業者の管理する施設を把握しておくなど、民間事業者のノウハウや能力
等の活用を図るものとする。 

 
（２） （略） 
 
（３）県は、避難場所、指定避難所、備蓄等、防災に関する諸活動の推進に当た
り、公共用地、国有財産の有効活用を図るものとする。 

 
第６節 情報の収集・連絡体制等の整備 
 
（略） 
 
１  （略） 
 
２ 情報の分析整理 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３）防災対策上必要とされる資料 
 
（略） 
 
① （略） 

 
②社会環境に関する資料 
 
イ～ハ （略） 
 
ニ 指定避難所及び屋内退避に適するコンクリート建物及びあらかじめ定め

る避難計画（位置、収容能力、移動手段等の情報を含む。） 
 
ホ～ト （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
・防災基本計画の

反映 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画の反
映） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 

31 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
32 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ③～⑤ （略） 
 
３ （略） 
   
第７節～第１２節 （略） 
 
第１３節 避難受入活動体制の整備 
 
１ 避難等計画の作成についての支援及び調整 
 
（１）避難等計画の作成支援 
 
（略） 

 
 ①～③ （略） 
 
                       
 
 
（２）関係市町の講じておく措置 
 
（略） 

 
 ① （略） 
   
 ②広域避難等のために定めておく事項 
  イ 避難所・避難場所、集合場所等 
   

ロ 避難経路                           
                 及び避難方法 
  ハ その他必要な事項 
 
２   避難所等の整備についての助言 
 
（１）  避難所等の整備 
 
県は、関係市町に対し、地域防災センター、コミュニティーセンター等公共的

施設等を、その管理者の同意を得て避難所・避難場所等としてあらかじめ確保す
るよう助言するものとする。 
 避難所・避難場所等の確保に当っては、風向等の気象条件により使用できなく
なる可能性を考慮するとともに、要配慮者に十分配慮する。また、国の協力のも
と、広域避難に係る都道府県間による協定の締結を推進する等、広域避難体制を
整備するものとする。 

 
 ③～⑤ （略） 
 
３  （略） 
 
第７節～１２節  （略） 
 
第１３節 避難受入活動体制の整備 
 
１ 避難等計画の作成についての支援及び調整 
 
（１）避難等計画の作成支援 
 
（略） 

 
 ①～③ （略） 
 
 避難計画[原子力災害]作成ガイドライン 参照 
 

 
（２）関係市町の講じておく措置 
 
 （略） 
 
 ① （略） 
  
 ② 広域避難等のために定めておく事項 
  イ 指定避難所及び広域避難先の避難所（「広域避難所」という。以下同じ。） 
    （これらを併せて「指定避難所等」という。以下同じ。） 
  ロ 避難経路（一時集合場所、避難退域時検査及び簡易除染の場所、避難所

受付ステーションを含む。以下同じ。）及び避難方法 
  ハ その他必要な事項 
 
２ 指定避難所等の整備についての助言 
 
（１）指定避難所等の整備 
 
県は、関係市町に対し、地域防災センター、コミュニティーセンター等公共的

施設等を、その管理者の同意を得て指定避難所等としてあらかじめ確保するよう
助言するものとする。 
 指定避難所等の確保に当っては、風向等の気象条件により使用できなくなる可
能性を考慮するとともに、要配慮者に十分配慮する。また、国の協力のもと、広
域避難に係る都道府県間による協定の締結を推進する等、広域避難体制を整備す
るものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・参考資料の掲載 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

・記載の適正化（避
難計画［原子力
災害］作成ガイ
ド ラ イ ン に 準
拠） 

・記載の適正化（防
災基本計画に準
拠） 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
33 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
34 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 なお、避難等の場所として指定された建物については、必要に応じ、プライバ
シーの確保、男女のニーズの違い及び男女双方の視点への配慮並びに衛生管理等
避難生活の環境を良好に保つための設備の整備に努めるよう助言するものとす
る。 
 
（３）～（７）  （略） 
 
（８）  避難所等における設備等の整備 
 
県及び関係市町は、  避難所等において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マッ

ト、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式
トイレなど要配慮者にも配慮した避難の実施に必要な施設・設備の整備に努める
とともに、被災者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備
を図るものとする。 
 
（９）物資の備蓄に係る整備 
 
県及び関係市町は、  避難所等又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保

し、食料、飲料水、常備薬、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備
蓄に努めるとともに、避難所等として確保した学校等において、備蓄のためのス
ペース、通信設備の整備等を進めるものとする。 
 
 
３ 要配慮者の避難誘導・移送体制等の整備についての助言 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３）介護保険施設、障害者支援施設等の社会福祉施設の管理者は、県及び関係
市町と連携し、原子力災害時における避難所・避難場所、避難経路、誘導責任者、
誘導方法、入所者等の移送に必要な資機材の確保、関係機関との連携方策等につ
いての避難等計画を作成するものとする。特に、入所者等の避難誘導体制に配慮
した体制の整備を図るものとする。（以下略） 
 
４ 学校等施設における避難等計画の整備についての助言 
 
学校等施設の管理者は、県、関係市町と連携し、原子力災害時における園児、

児童、生徒及び学生（以下「生徒等」という。）の安全を確保するため、あらか
じめ、避難所・避難場所、避難経路、誘導責任者、誘導方法等についての避難等
計画を作成するものとする。（以下略） 
 
５～９ （略） 
 
第１４節   （略） 
 

 なお、措定避難所等          については、必要に応じ、プライバ
シーの確保、男女のニーズの違い及び男女双方の視点への配慮並びに衛生管理等
避難生活の環境を良好に保つための設備の整備に努めるよう助言するものとす
る。 
 
（３）～（７）  （略） 
 
（８）指定避難所等における設備等の整備 
 
県及び関係市町は、指定避難所等において、貯水槽、井戸、仮設トイレ、マッ

ト、簡易ベッド、非常用電源、衛星携帯電話等の通信機器等のほか、空調、洋式
トイレなど要配慮者にも配慮した避難の実施に必要な施設・設備の整備に努める
とともに、被災者による災害情報の入手に資するテレビ、ラジオ等の機器の整備
を図るものとする。 
 
（９）物資の備蓄に係る整備 
 
県及び関係市町は、指定避難所等又はその近傍で地域完結型の備蓄施設を確保

し、食料、飲料水、常備薬、炊き出し用具、毛布等避難生活に必要な物資等の備
蓄に努めるとともに、指定避難所等となる施設において、備蓄場所の確保、通信
設備の整備等を進めるものとする。 
 
 
３ 要配慮者の避難誘導・移送体制等の整備についての助言 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３）介護保険施設、障害者支援施設等の社会福祉施設の管理者は、県及び関係
市町と連携し、原子力災害時における避難所    、避難経路、誘導責任者、
誘導方法、入所者等の移送に必要な資機材の確保、関係機関との連携方策等につ
いての避難等計画を作成するものとする。特に、入所者等の避難誘導体制に配慮
した体制の整備を図るものとする。（以下略） 
 
４ 学校等施設における避難等計画の整備についての助言 
 
学校等施設の管理者は、県、関係市町と連携し、原子力災害時における園児、

児童、生徒及び学生（以下「生徒等」という。）の安全を確保するため、あらか
じめ、避難所     、避難経路、誘導責任者、誘導方法等についての避難等
計画を作成するものとする。（以下略） 
 
５～９ （略） 
 
第１４節   （略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
36 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
38 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
39 
 
 
 
 

 
第１５節 緊急輸送活動体制の整備 
 
１ （略） 
 
２ 輸送拠点等の把握 
 
（１）輸送拠点等の把握 
 
 県及び関係機関は、多重化や代替性・利便性を考慮しつつ、災害発生時の緊急
輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラッ
クターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点・集積拠点について把握・
点検し、緊急時における輸送機能の確保を図るものとする。また、県は国と連携
し、これらを調整し、災害に対する安全性を考慮しつつ、関係機関と協議の上、
県及び市町村がそれぞれ設置する物資輸送拠点を経て、各  避難所に支援物資
を届ける緊急輸送ネットワークの形成を図るとともに、関係機関等に対する周知
徹底に努めるものとする。 
 
（２）～（９） （略） 
 
第１６節   （略） 
 
第１７節 原子力災害医療体制等の整備 
 
（略） 
 
１～６ （略） 
 
７ 安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備 
 
 県は、原子力災害対策指針を踏まえ、関係市町、医療機関等と連携して、ＰＡ
Ｚ内及びＰＡＺ外で必要とされる                 地域（以
下、これらを含む市町を「ＰＡＺを含む市町等」とする。）の住民等に対する安
定ヨウ素剤の事前配布体制並びに    ＰＡＺ外の住民等に対する緊急時に
おける安定ヨウ素剤の配布体制を整備し、安定ヨウ素剤の予防服用が行えるよう
準備しておくものとする 。 
 
（１）～（３） （略） 
 
第１８節  物資の調達、供給活動 
 
（１）県は、国、関係市町及び原子力事業者と連携し、大規模な原子力災害が発
生した場合の被害を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえ
て、必要とされる食料その他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を

 
第１５節 緊急輸送活動体制の整備 
 
１ （略）  
 
２ 輸送拠点等の把握 
 
 （１）輸送拠点等の把握 
 
 県及び関係機関は、多重化や代替性・利便性を考慮しつつ、災害発生時の緊急
輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港、飛行場等の輸送施設及びトラッ
クターミナル、卸売市場、展示場、体育館等の輸送拠点・集積拠点について把握・
点検し、緊急時における輸送機能の確保を図るものとする。また、県は国と連携
し、これらを調整し、災害に対する安全性を考慮しつつ、関係機関と協議の上、
県及び市町村がそれぞれ設置する物資輸送拠点を経て、各指定避難所等に支援物
資を届ける緊急輸送ネットワークの形成を図るとともに、関係機関等に対する周
知徹底に努めるものとする。 
 
（２）～（９） （略） 

 
第１６節   （略） 
 
第１７節 原子力災害医療体制等の整備 

 
（略） 
 
１～６ （略） 
 
７ 安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備 

 
県は、原子力災害対策指針を踏まえ、関係市町、医療機関等と連携して、ＰＡ

Ｚ内及びＰＡＺ外であって安定ヨウ素剤の事前配布が必要と判断される地域（以
下、これらを含む市町を「ＰＡＺを含む市町等」とする。）の住民等に対する安
定ヨウ素剤の事前配布体制並びにPAZ内及びPAZ外の住民等に対する緊急時に
おける安定ヨウ素剤の配布体制を整備し、安定ヨウ素剤の予防服用が行えるよう
準備しておくものとする 。 
 
（１）～（３） （略） 
 
第１８節  物資の調達、供給活動 
 
（１）県は、国、関係市町及び原子力事業者と連携し、大規模な原子力災害が発
生した場合の被害を想定し、孤立が想定されるなど地域の地理的条件等も踏まえ
て、必要とされる食料その他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
40 
 
 
 
 
 

整備し、それらの供給のための計画を定めておくよう努めるものとする。また、
備蓄を行うに当たって、大規模な地震が発生した場合には、物資の調達や輸送が
平時のようには実施できないという認識に立って初期の対応に十分な量を備蓄
するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は避難所・避難場所等の位置を勘案し
た分散備蓄を行う等の観点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点を設けるな
ど、体制の整備に努めるものとする。 
 
（２） （略） 
 
（３）国は、大規模な災害が発生し、通信手段の途絶や行政機能の麻ひ等により、
被災地方公共団体からの要請が滞る場合等に対応するため、発災直後から一定期
間は、要請を待たずに避難所・避難場所ごとの避難者数等に応じて食料等の物資
を調達し、被災地へ輸送する仕組みをあらかじめ構築するものとされている。 
県は、災害の規模等に鑑み、関係市町が自ら物資の調達・輸送を行うことが困難
な場合にも被災者に物資を確実かつ迅速に届けられるよう、物資の要請体制・調
達体制・輸送体制の整備を図るものとする。  
 
第１９節  （略） 
 
第２０節 原子力防災等に関する住民等に対する知識の普及と啓発及び国際的
な情報発信 
 
（１） （略） 
 
  ①～⑤ （略） 
  ⑥放射線防護対策施設、屋内退避所、  避難所等に関すること 
  ⑦、⑧ （略） 
  ⑨  避難所等での運営管理、行動等に関すること 
 
（２）、（３） （略） 
 
（４）県は、避難状況の確実な把握のため、市町村が指定した  避難所等以外
に住民が避難した場合に、市町村災害対策本部に居場所と連絡先を連絡するこ
との周知について、協力するものとする。 

 
（５）、（６） （略） 
 
第２１節～２５節  （略） 
 

整備し、それらの供給のための計画を定めておくよう努めるものとする。また、
備蓄を行うに当たって、大規模な地震が発生した場合には、物資の調達や輸送が
平時のようには実施できないという認識に立って初期の対応に十分な量を備蓄
するほか、物資の性格に応じ、集中備蓄又は指定避難所等の位置を勘案した分散
備蓄を行う等の観点に対しても配慮するとともに、備蓄拠点を設けるなど、体制
の整備に努めるものとする。 
 
（２） （略） 
 
（３）国は、大規模な災害が発生し、通信手段の途絶や行政機能の麻ひ等により、
被災地方公共団体からの要請が滞る場合等に対応するため、発災直後から一定期
間は、要請を待たずに指定避難所ごとの避難者数等に応じて食料等の物資を調達
し、被災地へ輸送する仕組みをあらかじめ構築するものとされている。 
県は、災害の規模等に鑑み、関係市町が自ら物資の調達・輸送を行うことが困難
な場合にも被災者に物資を確実かつ迅速に届けられるよう、物資の要請体制・調
達体制・輸送体制の整備を図るものとする。  
 
第１９節  （略） 
 
第２０節 原子力防災等に関する住民等に対する知識の普及と啓発及び国際的
な情報発信 
 
（１） （略） 
 
  ①～⑤ （略） 
  ⑥放射線防護対策施設、屋内退避施設、指定避難所等に関すること 
  ⑦、⑧ （略） 
  ⑨指定避難所等での運営管理、行動等に関すること 
 
（２）、（３） （略） 
 
（４）県は、避難状況の確実な把握のため、市町村が指定した指定避難所等以外
に住民が避難した場合に、市町村災害対策本部に居場所と連絡先を連絡するこ
との周知について、協力するものとする。 

 
（５）、（６） （略） 
 
第２１節～２５節  （略） 
 

 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画の反
映） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
44 
 
 
 
 
 
 
 
 
48 
 
 
 
 
 
 
 
 
49 
 
 
 
 
 
 
 
52 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
53 
 

第３章 緊急事態応急対策 
 
第１節 （略） 

 
第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 
 
 （略） 
 
１～４  （略） 
 
５ 一般回線が使用できない場合の対処 
 
 原子力規制委員会は、関係地方公共団体及び住民に対して、必要に応じ、衛星
電話、インターネットメール、N－ＡＬＥＲＴ等多様な手段を用いて、原子力災
害対策本部の指示等を確実に伝達するものとされており、県は伝達された内容を
関係する市町村に連絡するものとする。 
（以下略） 

 
第３節 原子力災害警戒体制 
 
１ 県の警戒体制 
 
（略） 

 
（１） （略） 
 
（２）自然災害による配備基準との関係 
 
以下の場合は、特別警戒本部体制のもとで情報収集その他の必要な対応を実施

することとする。 
・原子力事業所所在市町で震度５弱、      強を観測する地震が発生した
場合（防災基本計画に定める情報収集事態に該当） 
 また、以下の場合は自然災害への対応と連携して原子力災害対応に当たるた
め、災害対策本部体制のもとで情報収集その他の必要な対応を実施する。 
・原子力事業所所在市町で震度６弱以上を観測する地震が発生した場合 
・宮城県に大津波警報が発表された場合 
・原子力事業所所在市町で震度５弱、      強を観測する地震が発生した
場合において、警戒事態に該当する事象が発生した場合 
その他、防災基本計画及び原子力災害対策指針による規定と自然災害等に関する
県の配備基準に疑義が生じた場合は、上位となる本部体制のもとで対応を行うこ
とを基本とする。 
 
（３）～（５） （略） 
 

第３章 緊急事態応急対策 
 
第１節 基本方針 
 
第２節 情報の収集・連絡、緊急連絡体制及び通信の確保 
 
 （略） 
 
１～４  （略） 
 
５ 一般回線が使用できない場合の対処 
 
 原子力規制委員会は、関係地方公共団体及び住民に対して、必要に応じ、衛星
電話、インターネットメール  （削除）  等多様な手段を用いて、原子力災
害対策本部の指示等を確実に伝達するものとされており、県は伝達された内容を
関係する市町村に連絡するものとする。 
（以下略） 

 
第３節 原子力災害警戒体制 
 
１ 県の警戒体制 
 
（略） 

 
（１） （略） 
 
（２）自然災害による配備基準との関係 
 
以下の場合は、特別警戒本部体制のもとで情報収集その他の必要な対応を実施す
ることとする。 
・原子力事業所所在市町で震度５弱もしくは震度５強を観測する地震が発生した
場合（防災基本計画に定める情報収集事態に該当） 
 また、以下の場合は自然災害への対応と連携して原子力災害対応に当たるた
め、災害対策本部体制のもとで情報収集その他の必要な対応を実施する。 
・原子力事業所所在市町で震度６弱以上を観測する地震が発生した場合 
・宮城県に大津波警報が発表された場合 
・原子力事業所所在市町で震度５弱もしくは震度５強を観測する地震が発生した
場合において、警戒事態に該当する事象が発生した場合 
その他、防災基本計画及び原子力災害対策指針による規定と自然災害等に関する
県の配備基準に疑義が生じた場合は、上位となる本部体制のもとで対応を行うこ
とを基本とする。 
 
（３）～（５） （略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・防災基本計画の
反映 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
・規制の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
53 
 
 
 
61 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
63 
 
 
 
 
 
 
 
64 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２ （略） 
 
第４節 緊急事態応急対策活動体制の確立 
 
１～７（略） 
 
８ 原子力被災者生活支援チームとの連携 
 
国の原子力災害対策本部長は、原子力施設における放射性物質の大量放出を防

止するための応急措置が終了したことにより避難区域の拡大防止がなされたこ
と及び初期対応段階における避難区域の住民避難が概ね終了したことを一つの
目途として、必要に応じて、原子力災害対策本部の下に、被災者の生活支援のた
め、環境大臣及び原子力利用省庁の担当大臣を長とする原子力被災者生活支援チ
ームを設置することとされている。（以下略） 
 
９ （略） 
 
第５節 住民等への的確な情報伝達活動 
 
（略） 
 
１ 住民等への情報伝達活動 
 
（１）～（８） （略） 
 
（９）適切な情報の提供 
 
 県は、周辺住民のニーズを十分把握し、原子力災害の状況（原子力事業所等の
事故の状況及びモニタリングの結果等の参考情報）、農林畜水産物の放射性物質
調査の結果及び出荷制限等の状況、県が講じている施策に関する情報、交通規制、
避難経路や避難所・避難場所等周辺住民に役立つ正確かつきめ細やかな情報を住
民等に対して提供するものとする。なお、その際、民心の安定並びに要配慮者、
一時滞在者、在宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難
者、所在を把握できる広域避難者等に配慮した伝達を行うこととする。この際、
県が行う情報伝達事項は、おおむね次のとおりとする。 
 
   ①～③ （略） 
   ④住民等のとるべき行動及び注意事項 
    ・交通規制、避難経路及び避難所・避難場所等 

・農林畜水産物の放射性物質調査の結果及び出荷制限等の状況 
   ⑤ （略） 
 
（１０） （略） 

 
２ （略） 
 
第４節 緊急事態応急対策活動体制の確立 
 
１～７ （略） 
 
８ 原子力被災者生活支援チームとの連携 
 
国の原子力災害対策本部長は、原子力施設における放射性物質の大量放出を防

止するための応急措置が終了したことにより避難区域の拡大防止がなされたこ
と及び初期対応段階における避難区域の住民避難がおおむね終了したことを一
つの目途として、必要に応じて、原子力災害対策本部の下に、被災者の生活支援
のため、環境大臣及び原子力利用省庁の担当大臣を長とする原子力被災者生活支
援チームを設置することとされている。（以下略） 
 
９ （略） 
 
第５節 住民等への的確な情報伝達活動 
 
（略） 
 
１ 住民等への情報伝達活動 
 
（１）～（８） （略） 
 
（９）適切な情報の提供 
 
 県は、周辺住民のニーズを十分把握し、原子力災害の状況（原子力事業所等の
事故の状況及びモニタリングの結果等の参考情報）、農林畜水産物の放射性物質
調査の結果及び出荷制限等の状況、県が講じている施策に関する情報、交通規制、
避難経路や指定避難所等周辺住民に役立つ正確かつきめ細やかな情報を住民等
に対して提供するものとする。なお、その際、民心の安定並びに要配慮者、一時
滞在者、在宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、
所在を把握できる広域避難者等に配慮した伝達を行うこととする。この際、県が
行う情報伝達事項は、おおむね次のとおりとする。 
 
   ①～③ （略） 
   ④住民等のとるべき行動及び注意事項 
    ・交通規制、避難経路及び指定避難所等 

・農林畜水産物の放射性物質調査の結果及び出荷制限等の状況 
   ⑤ （略） 
 
（１０） （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画の反
映） 

 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
65 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
69 
 
 
 
 
71 
 
 
 
 
 
 
 
 
72 
 
 
 
 
 

 
（１１） 様々な情報伝達手段の活用 
 
県は、情報伝達に当たって、広報誌、広報車等によるほか、テレビやラジオな

どの放送事業者、通信社、新聞社等の報道機関の協力を得るものとする。また、
安否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手したいというニ－ズに応え
るため、インターネット等可能な限りのメディアを活用し、的確な情報を提供で
きるよう努めるものとする。 
 なお、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑み、
情報を提供する際に活用する媒体に配慮するものとする。特に、避難所・避難場
所等にいる被災者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に
関する情報については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされ
るよう努めるものとする。 
 
２～５ （略） 
 
第６節 放射性物質又は放射線の影響の早期把握のための活動 
 
１～４ （略）  
 
５ モニタリングに係る県の組織及び業務 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３） モニタリングの実施内容 

 
モニタリングは、原子力災害発生後の時期に応じて、概ね表３－６－２の内容

を災害の状況に応じ適宜実施するものとする。 
 
第７節 屋内退避，避難収容等の防護活動 
 
１ 屋内退避、避難誘導等の防護活動の実施 
 
（１）屋内退避、避難の指示等の連絡、確認等 
 
 ①～⑦ （略） 
 

⑧県は、避難勧告等が行われた区域を含む市町村に協力し、戸別訪問、避難
所・避難場所等における確認等あらかじめ定められた方法により住民等の避
難状況を確認するものとする。また、避難状況の確認結果については、国の
原子力災害現地対策本部等に対しても情報提供するものとする。 
なお、県は、避難状況の確実な把握のため、指定された避難所・避難場所

以外に避難をした場合等には、市町村の災害対策本部に居場所と連絡先を連
絡するよう、住民等への周知について協力するものとする。 

 
（１１） 様々な情報伝達手段の活用 
 
県は、情報伝達に当たって、広報誌、広報車等によるほか、テレビやラジオなど
の放送事業者、通信社、新聞社等の報道機関の協力を得るものとする。また、安
否情報、交通情報、各種問い合わせ先等を随時入手したいというニ－ズに応える
ため、インターネット等可能な限りのメディアを活用し、的確な情報を提供でき
るよう努めるものとする。 
 なお、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑み、
情報を提供する際に活用する媒体に配慮するものとする。特に、指定避難所等   
にいる被災者は情報を得る手段が限られていることから、被災者生活支援に関す
る情報については紙媒体でも情報提供を行うなど、適切に情報提供がなされるよ
う努めるものとする。 
 
２～５ （略） 
 
第６節 放射性物質又は放射線の影響の早期把握のための活動 
 
１～４ （略）  
 
５ モニタリングに係る県の組織及び業務 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３） モニタリングの実施内容 
 
モニタリングは、原子力災害発生後の時期に応じて、おおむね表３－６－２の

内容を災害の状況に応じ適宜実施するものとする。 
 
第７節 屋内退避，避難の受入れ等の防護活動 
 
１ 屋内退避、避難誘導等の防護活動の実施 
 
（１）屋内退避、避難の指示等の連絡、確認等 
  
 ①～⑦ （略） 
 

⑧県は、避難勧告等が行われた区域を含む市町村に協力し、戸別訪問、指定
避難所等における確認等あらかじめ定められた方法により住民等の避難状況
を確認するものとする。また、避難状況の確認結果については、国の原子力
災害現地対策本部等に対しても情報提供するものとする。 
なお、県は、避難状況の確実な把握のため、指定された指定避難所等以外

に避難をした場合等には、市町村の災害対策本部に居場所と連絡先を連絡す
るよう、住民等への周知について協力するものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
⑨県は、国の協力のもと、市町村の区域を越えて避難や一時移転を行う必要
が生じた場合は、受入先の市町村に対し、受入施設の供与及びその他の災害
救助の実施に協力するよう指示するものとする。また、県は受入先の市町村
と協議のうえ、避難や一時移転が必要な区域の市町村に対し避難所・避難場
所等となる施設を示すものとする。なお、県域を越える広域的な避難等を要
する事態となり、広域的避難収容に関する国の支援が必要であると判断した
場合は、原子力災害対策本部等に対して要請するものとする。 

 
⑩ （略） 

 
（２）  避難所等 

 
①県は、避難対象区域を含む市町村に対し、緊急時に必要に応じ、避難所・
避難場所等の開設、住民等に対する周知徹底について支援するものとする。
また、必要があれば、あらかじめ指定された施設以外の施設についても、災
害に対する安全性を確認の上、管理者の同意を得て避難所・避難場所等とし
て開設することを支援するものとする。 

  なお、県は避難先自治体等からの情報を集約し、避難先の調整を行うものと
する。 

 
②県は、避難対象区域を含む市町村と連携し、それぞれの避難所・避難場所
等に受入れている避難者に係る情報の早期把握に努め、国等への報告を行う
ものとする。また、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービ
ス事業者等は、要配慮者の居場所や安否確認に努め、把握した情報について
県及び市町村に提供するものとする。 

 
③県は、避難対象区域を含む市町村と連携し、避難所・避難場所等における
生活環境が、常に良好なものであるよう努めるものとする。そのため、食事
供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講じるものと
する。また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、簡易
ベッド等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医
師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必
要性、食料の確保、配食等の状況、ごみ処理の状況など、避難者の健康状態
や避難所・避難場所等の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努
めるものとする。また、必要に応じ、避難所・避難場所等における家庭動物
のためのスペースの確保に努めるものとする。 

 
④県は、厚生労働省と連携し、避難所・避難場所等における被災者は、生活
環境の激変に伴い、心身双方の健康に不調を来す可能性が高いため、常に良
好な衛生状態を保つように努めるとともに、被災者の健康状態を十分把握し、
必要に応じ救護所等の設置や心のケアを含めた対策を行うものとする。 
特に、要配慮者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行い、必要に応じ

福祉施設等での受入れ、介護職員等の派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、

 
⑨県は、国の協力のもと、市町村の区域を越えて避難や一時移転を行う必要
が生じた場合は、受入先の市町村に対し、受入施設の供与及びその他の災害
救助の実施に協力するよう指示するものとする。また、県は受入先の市町村
と協議のうえ、避難や一時移転が必要な区域の市町村に対し広域避難所    
  となる施設を示すものとする。なお、県域を越える広域的な避難等を要
する事態となり、広域的避難収容に関する国の支援が必要であると判断した
場合は、原子力災害対策本部等に対して要請するものとする。 

 
⑩ （略） 

 
（２）指定避難所等 

 
①県は、避難対象区域を含む市町村に対し、緊急時に必要に応じ、指定避難
所等の開設、住民等に対する周知徹底について支援するものとする。また、
必要があれば、あらかじめ指定された施設以外の施設についても、災害に対
する安全性を確認の上、管理者の同意を得て避難所     等として開設
することを支援するものとする。 

  なお、県は避難先自治体等からの情報を集約し、避難先の調整を行うものと
する。 

 
②県は、避難対象区域を含む市町村と連携し、それぞれの指定避難所等ごと
に受入れている避難者に係る情報の早期把握に努め、国等への報告を行うも
のとする。また、民生委員・児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス
事業者等は、要配慮者の居場所や安否確認に努め、把握した情報について県
及び市町村に提供するものとする。 

 
③県は、避難対象区域を含む市町村と連携し、指定避難所等における生活環
境が、常に良好なものであるよう努めるものとする。そのため、食事供与の
状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講じるものとする。
また、避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、簡易ベッド
等の活用状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、医師、保
健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、
食料の確保、配食等の状況、ごみ処理の状況など、避難者の健康状態や指定
避難所等の衛生状態の把握に努め、必要な措置を講じるよう努めるものとす
る。また、必要に応じ、指定避難所等における家庭動物のためのスペースの
確保に努めるものとする。 

 
④県は、厚生労働省と連携し、指定避難所等における被災者は、生活環境の
激変に伴い、心身双方の健康に不調を来す可能性が高いため、常に良好な衛
生状態を保つように努めるとともに、被災者の健康状態を十分把握し、必要
に応じ救護所等の設置や心のケアを含めた対策を行うものとする。 
特に、要配慮者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行い、必要に応じ

福祉施設等での受入れ、介護職員等の派遣、車椅子等の手配等を福祉事業者、

 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

・記載の適正化（防
災基本計画の反
映） 

 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
73 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
74 
 
 
 
 
 
 
 

ボランティア団体等の協力を得つつ、計画的に実施するものとする。 
また、県は市町村と連携し、保健師等による巡回健康相談等を実施するも

のとする。 
なお、県は市町村と連携し、避難所・避難場所等の生活環境を確保するた

め、必要に応じ、仮設トイレを早期に設置するとともに、被災地の衛生状態
の保持のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理等についても必要な措
置を講ずるものとする。 

 
⑤県は、避難対象区域を含む市町村と連携し、避難所・避難場所等の運営に
おける女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視
点等に配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の
設置や生理用品・女性用下着の女性による配布、避難所・避難場所等におけ
る安全性の確保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した運営に努めるも
のとする。 

 
⑥ （略） 

 
⑦県は、国及び避難対象区域を含む市町村と連携し、災害の規模等に鑑みて、
避難者の健全な住生活の早期確保のために、必要に応じ、応急仮設住宅の迅
速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅及び空き家等利用可能な既存住宅のあっ
せん及び活用等により、避難所の早期解消に努めることを基本とする。 

 
⑧ （略） 

 
（３）広域一時滞在 

 
①被災市町村は、災害の規模、被災者の避難、受入状況、避難の長期化等に
鑑み、被災市町村の区域外への広域的な避難及び  避難所、応急仮設住宅
等への受入れが必要であると判断した場合において、同一都道府県内の他の
市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町
村への受入れが必要な場合は、都道府県に対し当該他の都道府県との協議を
求めるものとされている。 

 
②～⑤ （略） 

 
（４）、（５） （略） 
 
（６）要配慮者への配慮 
 

①県は、市町村と連携し、国の協力を得て、避難誘導、避難所・避難場所等
での生活に関しては、要配慮者及び一時滞在者が避難中に健康状態を悪化さ
せないこと等に十分配慮し、健康状態の把握、福祉施設職員等の応援体制、
応急仮設住宅への優先的入居、高齢者、障害者向け応急仮設住宅の設置等に
努めるものとする。また、要配慮者等に向けた情報の提供についても十分配

ボランティア団体等の協力を得つつ、計画的に実施するものとする。 
また、県は市町村と連携し、保健師等による巡回健康相談等を実施するも

のとする。 
なお、県は市町村と連携し、指定避難所等の生活環境を確保するため、必

要に応じ、仮設トイレを早期に設置するとともに、被災地の衛生状態の保持
のため、清掃、し尿処理、生活ごみの収集処理等についても必要な措置を講
ずるものとする。 

 
⑤県は、避難対象区域を含む市町村と連携し、指定避難所等の運営における
女性の参画を推進するとともに、男女のニーズの違い等男女双方の視点等に
配慮するものとする。特に、女性専用の物干し場、更衣室、授乳室の設置や
生理用品・女性用下着の女性による配布、指定避難所等における安全性の確
保など、女性や子育て家庭のニーズに配慮した運営に努めるものとする。 

 
 

⑥ （略） 
 

⑦県は、国及び避難対象区域を含む市町村と連携し、災害の規模等に鑑み 、
避難者の健全な住生活の早期確保のために、必要に応じ、応急仮設住宅の迅
速な提供、公営住宅、民間賃貸住宅及び空き家等利用可能な既存住宅のあっ
せん及び活用等により、指定避難所等の早期解消に努めることを基本とする。 

 
⑧ （略） 

 
（３）広域一時滞在 
 

①被災市町村は、災害の規模、被災者の避難、受入状況、避難の長期化等に
鑑み、被災市町村の区域外への広域的な避難及び広域避難所、応急仮設住宅
等への受入れが必要であると判断した場合において、同一都道府県内の他の
市町村への受入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町
村への受入れが必要な場合は、都道府県に対し当該他の都道府県との協議を
求めるものとされている。 

 
②～⑤ （略） 

 
（４）、（５） （略） 
 
（６）要配慮者への配慮 
 

①県は、市町村と連携し、国の協力を得て、避難誘導、指定避難所等での生
活に関しては、要配慮者及び一時滞在者が避難中に健康状態を悪化させない
こと等に十分配慮し、健康状態の把握、福祉施設職員等の応援体制、応急仮
設住宅への優先的入居、高齢者、障害者向け応急仮設住宅の設置等に努める
ものとする。また、要配慮者等に向けた情報の提供についても十分配慮する

 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画の反
映） 

 
 
・記載の適正化（防

災基本計画に準
拠） 

 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（防

災基本計画の反
映） 

・記載の適正化（防
災基本計画に準
拠） 

 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 
 
76 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
77 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

慮するものとする。 
 
②、③ （略） 

 
（７）～（１０） （略） 
 
２ 独自の判断による措置 
 
（略） 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３）防護措置に係る指示伝達等 
 
Ｉ （略） 
 
Ⅱ 避難に係る指示伝達等 
 
 ①、② （略） 
 
 ③関係市町は、避難を行う場合は、あらかじめ定める計画に基づき、避難
所・避難場所、経路、集合場所等を決定するとともに、防護対策地区内の
住民等に対し、避難の措置を講ずるものとし、特に乳幼児、妊産婦等の要
配慮者に配慮するよう指示するものとする。 

  
④ （略） 

 
（４）防護措置の方法等 
 
Ⅰ （略） 

 
Ⅱ 避難 
 
 ①関係市町は、住民等に対して避難を指示するときにおいて、あらかじめ
定める計画で住民等の  集合場所を指定している場合、市町職員、消防
職員・消防団員又は警察官の誘導のもとに住民等を集合させるものとする。 

 
 ②関係市町は、  集合場所から避難所・避難場所への住民等の輸送につ
いては、県及び県の要請に基づく防災関係機関の車両等の応援を受けて、
また、必要に応じ、避難を必要とする地区内の乗合自動車の所有者等の協
力を得て、あらかじめ定める計画により実施するものとする。 

 
 
 ③、④ （略） 

ものとする。 
 
②、③ （略） 

 
（７）～（１０） （略） 
 
２ 独自の判断による措置 
 
（略） 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３）防護措置に係る指示伝達等 
 
Ｉ （略） 
 
Ⅱ 避難に係る指示伝達等 
 
 ①、② （略） 
 
 ③関係市町は、避難を行う場合は、あらかじめ定める計画に基づき、避難
所、避難経路等を決定するとともに、防護対策地区内の住民等に対し、避
難の措置を講ずるものとし、特に乳幼児、妊産婦等の要配慮者に配慮する
よう指示するものとする。 

  
④ （略） 

 
（４）防護措置の方法等 
 
Ⅰ （略） 

 
Ⅱ  （略） 
 

①関係市町は、住民等に対して避難を指示するときにおいて、あらかじめ
定める計画で住民等の一時集合場所を指定している場合、市町職員、消防
職員・消防団員又は警察官の誘導のもとに住民等を集合させるものとする。 

 
 ②関係市町は、一時集合場所から UPZ 外の自市の指定避難所又は広域避難
所への住民等の輸送については、県及び県の要請に基づく防災関係機関の
車両等の応援を受けて、また、必要に応じ、避難を必要とする地区内の乗
合自動車の所有者等の協力を得て、あらかじめ定める計画により実施する
ものとする。 

 
 ③、④ （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（避

難計画［原子力
災害］作成ガイ
ド ラ イ ン に 準
拠） 

・同上 
・記載の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
78 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
79 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ⅲ （略） 

 
Ⅳ 周辺市町への避難 
 

県は、災害の状況及び緊急時モニタリングの結果等を考慮した上で、関係
市町の計画とは異なる地域への避難が必要と認める場合において、県の災害
対策本部において調整し、災害対策基本法に基づく広域一時滞在に係る協議
等を行う上で特に必要な場合は、住民等の広域避難先とすべき市町村を決定
し、当該市町村長に対し、避難住民等の受け入れ及び避難所・避難場所等の
設置を要請するものとする。また、必要に応じ、職員を派遣し、避難収容等
の指導に当たらせるものとする。 

  県から要請を受けた周辺市町村長は、当該市町村地域防災計画等に定める避
難所・避難場所を提供し、必要な協力活動を実施するものとする。 

  この場合、関係市町は、避難者の輸送に努めるとともに、避難所・避難場所
に職員を派遣して、受け入れ市町村との連絡及び避難者への対応等に当たらせ
るものとする。 

 
Ⅴ 避難者の輸送 
 

県は、必要に応じ、陸上自衛隊、宮城海上保安部、公共輸送機関等に対し、
避難者の輸送について協力を要請し、緊急輸送車両等を確保するものとする。 
 また、関係市町は、避難を要する住民等を指定集合場所に集合させ、避難
の優先順位の高い者から順に輸送するなど、必要な措置を講ずるものとする。 
  

（５）、（６） （略） 
 
第７節の２、３ （略） 
 
第８ 緊急輸送活動 
 
１ 緊急輸送活動 
 
（１）緊急輸送の範囲及び順位 
 
  県は、緊急事態応急対策実施区域を含む市町村及び防災関係機関が行う緊急
輸送の円滑な実施を確保するため、必要があるときは、次の順位を原則として
調整するものとする。 

 
  ① （略） 
  ②第２順位  ○屋内退避所、避難所・避難場所等を維持・管理するために

必要な人員、資機材 
         （以下略） 
  ③～⑤ （略） 

 
Ⅲ （略） 

 
Ⅳ 周辺市町への避難 
 

県は、災害の状況及び緊急時モニタリングの結果等を考慮した上で、関係
市町の計画とは異なる地域への避難が必要と認める場合において、県の災害
対策本部において調整し、災害対策基本法に基づく広域一時滞在に係る協議
等を行う上で特に必要な場合は、住民等の広域避難先とすべき市町村を決定
し、当該市町村長に対し、避難住民等の受け入れ及び広域避難所     の
設置を要請するものとする。また、必要に応じ、職員を派遣し、避難受入れ
等の指導に当たらせるものとする。 

  県から要請を受けた周辺市町村長は、当該市町村地域防災計画等に定める指
定避難所等を提供し、必要な協力活動を実施するものとする。 

  この場合、関係市町は、避難者の輸送に努めるとともに、広域避難所    
に職員を派遣して、受け入れ市町村との連絡及び避難者への対応等に当たら
せるものとする。 

 
Ⅴ 避難者の輸送 
 

県は、必要に応じ、陸上自衛隊、宮城海上保安部、公共輸送機関等に対し、
避難者の輸送について協力を要請し、緊急輸送車両等を確保するものとする。 
 また、関係市町は、避難を要する住民等を一時集合場所に集合させ、避難
の優先順位の高い者から順に輸送するなど、必要な措置を講ずるものとする。 
  

（５）、（６） （略） 
 
第７節の２、３ （略） 
 
第８ 緊急輸送活動 
 
１ 緊急輸送活動 
 
（１）緊急輸送の範囲及び順位 
 
  県は、緊急事態応急対策実施区域を含む市町村及び防災関係機関が行う緊急
輸送の円滑な実施を確保するため、必要があるときは、次の順位を原則として
調整するものとする。 

 
  ① （略） 
  ②第２順位  ○屋内退避施設、指定避難所等を維持・管理するために必要

な人員、資機材 
         （以下略） 
  ③～⑤ （略） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
・記載の適正化 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化（避

難計画［原子力
災害］作成ガイ
ド ラ イ ン に 準
拠） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 
81 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
82 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
83 
 
 
 

 
（２） （略） 
 
２ （略） 
 
第９節  （略） 
 
 
第１０節 原子力災害医療活動 
 
１ 原子力災害医療体制 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３）医療班の活動 
 
  （前文略） 
  また、屋内退避所や避難所・避難場所等における住民等の健康管理を行うと
ともに、県災害対策本部に配置する原子力災害医療調整官の指示に基づき、汚
染や被ばくの可能性のある傷病者の医療機関や救急組織への搬送・受入れを支
援するものとする。 

 
（４） （略） 
 
（５）医療班の組織及び業務 
 
①医療班の組織 

 
  （略） 

 
図３－１０－１ 医療班の組織図 

 
 
 
 
 
 
 
② （略） 

  
③医療班の業務 
 
医療班の業務は、表３－１０－２のとおりとする。 

  

 
（２） （略） 
 
２ （略） 
  
第９節  （略） 
 
 
第１０節 原子力災害医療活動 
 
１ 原子力災害医療体制 
 
（１）、（２） （略） 
 
（３）医療班の活動 
 
  （前文略） 
  また、屋内退避施設や指定避難所等における住民等の健康管理を行うととも
に、県災害対策本部に配置する原子力災害医療調整官の指示に基づき、汚染や
被ばくの可能性のある傷病者の医療機関や救急組織への搬送・受入れを支援す
るものとする。 

 
（４） （略） 
 
（５）医療班の組織及び業務 
 
①医療班の組織 

 
  （略） 

 
図３－１０－１ 医療班の組織図 

 
 
 
 
 
 
 
② （略） 

  
③医療班の業務 
 
医療班の業務は、表３－１０－２のとおりとする。 

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 

退避所内救護所等 
救護所等 
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頁 現 行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表３－１０－２ 医療班の業務 

チーム名 編 成 
企画調整チ

ーム （略） 

救護チーム １ 公共施設及び避難所等への救護所の開設に関すること。 
２ 一般傷病者に対する医療活動の実施に関すること。 

診断チーム 

１ 公共施設及び避難所等並びに近隣の保健所等への診療所の開設に

関すること。 
２ 放射線被ばく又はそのおそれのある者に対する診断及び医療措置

に関すること。 
 
２ 原子力災害医療活動の実施 
 
（１）一般医療の実施  
 
 救護チームは開設した救護所において一般傷病者に対する医療活動を実施す
るものとする。 
 また、救護チームは、屋内退避所、避難所・避難場所等における住民等の健康
管理を行うものとする。 
 
（２）～（８） （略） 
 
第１１節～１４節 （略） 

表３－１０－２ 医療班の業務 

チーム名 編 成 
企画調整チ

ーム （略） 

救護チーム １ 公共施設及び指定避難所等への救護所の開設に関すること。 
２ 一般傷病者に対する医療活動の実施に関すること。 

診断チーム 

１ 公共施設及び指定避難所等並びに近隣の保健所等への診療所の開

設に関すること。 
２ 放射線被ばく又はそのおそれのある者に対する診断及び医療措置

に関すること。 
 
２ 原子力災害医療活動の実施 
 
（１）一般医療の実施  
 
 救護チームは開設した救護所において一般傷病者に対する医療活動を実施す
るものとする。 
 また、救護チームは、屋内退避施設、指定避難所等における住民等の健康管理
を行うものとする。 
 
（２） ～（８）（略） 
 
第１１～１４節 （略） 

 
 
 
 
 
・記載の適正化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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頁 現行（平成３０年２月修正） 修 正 後 備 考 
 
88 

 
第４章 原子力災害中長期対策  

 
第１～６節  （略） 
 
第７節 災害地域住民等に係る記録等の作成 
 
１ 災害地域住民等の記録 
 
県は、市町村が、避難及び屋内退避の措置をとった住民等に対し災害時に当該

地域に所在した旨の証明や避難所等においてとった措置等をあらかじめ定めら
れた様式により記録することに協力するものとする。 
 
２～３  （略） 
 
第８～１３節  （略） 
 

 
第４章 原子力災害中長期対策   

 
第１～６節  （略） 
 
第７節 災害地域住民等に係る記録等の作成 
 
１ 災害地域住民等の記録 
 
 県は、市町村が、避難及び屋内退避の措置をとった住民等に対し災害時に当該
地域に所在した旨の証明や避難所、避難経路等においてとった措置等をあらかじ
め定められた様式により記録することに協力するものとする。 
 
２～３  （略） 
 
第８～１３節  （略） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・記載の適正化 
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